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なぜ困難「女性」支援法が必要なのか

2

女性は、男性に比べ、性差に起因して社会的に様々な困難な問題に直面する場面が多い。

このことによって、心身面及び社会的な面で複合的な課題を抱えることが多い。

（困難な問題を抱える女性への支援のあり方に関する検討会中間まとめ（令和元年10月11日）より）

※性差に起因する社会的な困難な問題・・・

（例）妊娠、性被害・暴力被害率の高さ、社会的な地位の低さ（男女の賃金格差、家庭内労

働比率の高さ等）

※心身面及び社会的な面での複合的な課題・・・

（例）反復継続する暴力被害に伴うPTSD等の心身の不調、対人関係不調や就労困難等による

社会生活に復帰することの難しさ

女性に特有の、又は顕著な問題（妊娠、性被害、暴力被害、社会的地位の低さ等）に起因

する様々な困難を複合的に抱えており、単体の施策・個別の課題対応では解決が難しい



「困難な問題を抱える女性」とは
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過去の困難が現在の困難に繋がり、さらに複数の困難が相互に連関し、世代間で連鎖していく

⇒ 現在抱えている複数の困難に対処する（アセスメント・ケースワーク機能）とともに、世代間連鎖を断ち切り自

立生活に繋げるためには、過去の傷を含めた心身の健康回復を中長期的に支援することが必要。

幼時からの
虐待経験
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■目的・基本理念
＝「女性の福祉」「人権の尊重や擁護」「男女平等」といった視点を明確に規定。

※現行の売春防止法では、「売春をなすおそれのある女子に対する補導処分・保護更生」が目的。

■国・地方公共団体の責務
＝困難な問題を抱える女性への支援に必要な施
策を講じる責務を明記。

■国の「基本方針」
※厚生労働大臣告示で、困難な
問題を抱える女性支援のため
の施策内容等

■都道府県基本計画等

⇒施策の実施内容

女性相談支援センター
（旧名：婦人相談所）

女性相談支援員
（旧名：婦人相談員）

女性自立支援施設
（旧名：婦人保護施設）

民間だあ

■支援対象者の意向を勘案。訪問、巡回、居場所
の提供、インターネットの活用等による支援
⇒官民連携・アウトリーチできめ細やかな支援

■支援調整会議（自治体）
⇒関係機関、民間団体で支援内
容を協議する場。連携・協働し
た支援

民間団体との「協働」による支援

■教育・啓発 ■調査研究の推進

■人材の確保 ■民間団体援助

困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（議員立法）のポイント

■国・自治体による支弁・負担・補助 民間団体に対する補助規定創設

■女性をめぐる課題は生活困窮、性暴力・性犯罪被害、家庭関係破綻など複雑化、多様化、複合化。コロナ禍によりこうした課題が

顕在化し、「孤独・孤立対策」といった視点も含め、新たな女性支援強化が喫緊の課題。
■こうした中、困難な問題を抱える女性支援の根拠法を「売春をなすおそれのある女子の保護更生」を目的とする売春防止法から脱
却させ、先駆的な女性支援を実践する「民間団体との協働」といった視点も取り入れた新たな支援の枠組みを構築。

売春防止法

第１章総則
（主な規定）
第１条 目的
第２条 定義
第３条 売春の禁止

第２章刑事処分
（主な罰則）
第５条 勧誘等
第６条 周旋等
第11条 場所の提供
第12条 売春をさせる業

第３章補導処分
（主な規定）
第17条 補導処分
第18条 補導処分の期間
第22条 収容

第４章保護更生
（主な規定）
第34条 婦人相談所
第35条 婦人相談員
第36条 婦人保護施設
第38条 都道府県及び市の支弁
第40条 国の負担及び補助

困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（新法）（令和６年４月１日施行）

存
続

廃止
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女性支援事業の概要

本人の立場に寄り添って相談に応じ、様々な機関と連携・協力して、一人一人のニーズに応じて包括的な支援を実施

困
難
な
問
題
を
抱
え
る
女
性

女性相談支援員
[全国1,770人]

・女性相談支援センターや

福祉事務所等に配置
・相談・専門的技術に基づ

く援助等を実施

一時保護所 [各都道府県１か所]

・女性相談支援センターに併設

・民間シェルター、老人福祉施設、障害者
支援施設等への一時保護委託

・中長期的な支援が必要な場合、女性自立
支援施設への入所措置決定

女性自立支援施設
[39都道府県、47か所]

・生活支援、心理的ケ

ア、自立支援を実施

福祉事務所・市町村
生活保護、生活困窮者自立支援、母子生活支援施設入所、保育所入所、子育て短期支援事業、
ひとり親家庭等日常生活支援事業、児童扶養手当の支給 等

自

立

民間シェルター
母子生活支援施設等

母子家庭等就業・自立支援センター：職業相談、就業支援講習会の開催、就業情報の提供等

ハローワーク：マザーズハローワーク等における子育て女性等への就職支援サービスの提供

児童相談所：心理的虐待等を受けた子どもへの心理的ケア、子育て相談等

関
係
機
関
等

女性相談支援センター [50か所] ※ 配偶者暴力相談支援センターとしての位置づけあり

・各都道府県 １か所（滋賀県は２か所、徳島県は３か所）
・相談・カウンセリング・情報提供を実施

連
携
・
協
力

10,591 9,281 8,977 9,590 9,413 

71,289
65,998 68,419 69,755 69,002 

81,880
75,279 77,396 79,345 78,415

R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

女性相談支援員

女性相談支援センター

女
性
支
援
の
現
状

● 女性相談支援センター及び女性相談支援員による来所相談人数 ● 女性相談支援センター及び女性相談支援員による来所相談の内容

女性相談支援セン
ター及び女性相談
支援員において、

毎年８万人前
後の来所相談に対
応

女性相談支援センター
及び女性相談支援員が
対応する来所相談の約
５割は暴力被害である

が、女性の抱える
問題は様々

夫等からの暴力
33,568人
（42.8％）

その他の人間関係
 3,706人（4.7％）

帰住先なし
2,633人（3.4％）

医療関係（障害、妊娠・出産を含む）
3,238人（4.1％）

男女・性の問題
 457人（0.6％）

暴力以外の

家族親族の問題

（離婚問題を含む）

19,527（24.9％）

生活困窮 5,709人（7.3％）

交際相手等からの暴力
1,516人（1.9％）

子・親・親族からの暴力
8,061人（10.3％）
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女性相談支援センター及び女性相談支援員が受付けた
来所相談の内容

○ 「夫等からの暴力」を内容とする相談は来所相談全体の４２．８％となっている。

○ 「夫等」「子・親・親族」「交際相手等」の３つを合わせると、全体の５５％を暴力被害の相談が占めている。

令和６年度 合計：７８，４１５人（実人員）

夫等からの暴力
３３，５６８人
（４２．８％）

その他の人間関係
３，７０６人
（４．７％）

帰住先なし
２，６３３人
（３．４％）

医療関係
（障害、妊娠・出産を含む）

３，２３８人
（４．１％）

男女・性の問題
（ストーカー被害４０４人を含む）

４５７人
（０．６％）

暴力以外の家族親族の
問題

（離婚問題を含む）
１９，５２７人
（２４．９％）

生活困窮
５，７０９人
（７．３％）

交際相手等からの暴力
１，５１６人
（１．９％）

子・親・親族からの暴力
８，０６１人
（１０．３％）

（厚生労働省女性支援室調べ）
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その他の病弱

者

２１５人
（３２．６％）

それ以外の者
２４７人（３７．５％）

女性自立支援施設入所者の心身の状況

注１：その他の病弱者とは、通院、
入院歴がある者及び常備薬
を服用している者等をいう。

○ 入所者のうち、６割以上の女性が何らかの障害あるいは病気を抱えている。

○ 手帳は保持していないが、その他の病弱者にあたる入所者が増加している。（H26年：192人、
18.0%）

○ 精神障害者保健福祉手帳の保持者の割合が増加している。（H26年：101人、9.5％）

精神障害者保健福祉
手帳の保持

１０８人（１６．４％）

療育手帳の保持
７９人（１２．０％）

身体障害者手帳の保持
１０人（１．５％）

令和６年度

女性自立支援施設入所者数 ６５６人

（注1）

※うち８人は重複障害の者
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〇 困難な問題を抱える女性に早期に円滑かつ適切な支援を行うため、地方公共団体が、関係者を集めて組織する会議体であり、地域の
支援関係者の連携等を深めるとともに、個別の対象者について情報共有を行い、支援内容や支援の方向性の協議を行うもの。構成機関

等に対する守秘義務を設けることで、支援を必要とする女性の個人情報を含む情報を共有でき、積極的な情報交換や連携を図るもの。
〇 協議内容が多岐にわたることから、段階を分けて実施することが考えられるが、地域の実情に応じて、適宜、組み合わせたり、都道

府県・市町村で共同実施することも可能。また、既存の会議体との合同開催も可能。（例：要対協にメンバー追加して代表者会議を設

置、既存のDVケース会議を実務者会議に位置付けetc.）

代表者会議 実務者会議 個別ケース会議

構成員及び目的

構成機関等の代表者から構成さ
れる会議。

関係機関等の共通認識が醸成さ
れるとともに、各会議が円滑に運
営されるための環境整備を目的
とするもの。

実際に支援の現場等で活動
する実務者から構成される
会議。

個別の支援対象者について直接関わりを有している担当者や、今
後関わりを有する可能性がある関係機関等の担当者により構成
される会議。
個別の支援対象者に関する支援内容等を具体的に検討すること
を目的とするもの。

議論内容

・困難な問題を抱える女性への
支援に関する地域の仕組み全
体の確認と検証、支援実施体
制の評価

・支援調整会議全体の活動状況
の評価 等

・個別ケース全体の定期的
なフォロー、支援方針の確
認

・個別ケース検討会議におけ
る課題の更なる検討

・地域における支援対象者
の実態把握

・支援に関する啓発活動
等

（都道府県）

・一時保護中や、女性自立支援施設への入所中のケースに関し
状況把握と今後の支援方針の検討

・今後一時保護や施設等への入所が必要となる可能性が高い者
について状況把握や対応方針の検討 等

（市町村）

・一時保護や女性自立支援施設への入所を要する可能性がある
ケースや、一時保護等までは要さないが各種の福祉サービスを
組み合わせるなどして支援を行う必要がある者、施設退所後で
アフターケアが必要な者等の状況把握及び対応方針の検討
等

留意事項

・支援方針の検討については、健康状態が許さない場合等を除き、本人の参画を得て、本人の意
向が十分に尊重される形で方針を決定すること。本人の参画を得ずに会議を実施する場合でも、
可能な限り把握している本人の意向等を会議の場で共有するよう努めること。

・個別の支援対象者に関する個人情報の取扱については、個人情報保護法に基づき行うこと。

・会議において配布された個人情報を記載した書類等は、会議終了後廃棄するか、施錠可能な場
所で保管する等適切な方法により管理すること。

守秘義務 ・構成機関等には守秘義務が課されており、違反した場合は、1年以下の懲役又は50万円以下の罰金が処される。

支援調整会議とは



窓口連携による支援（イメージ）
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女性支援担当子ども担当

生活保護担当

保育園の
入所相談
で来所

保育園の話から
徐々に夫の話に・・・
よくよく聞いていくと

・夫が帰ってこない？
・よく見ると母と子の
洋服がぼろぼろ・・
でも気にしてないみた
い・・・
・子どもが2歳なのに
発語がない？

・本人の状態を面
談で確認
（鬱・・？）
・生活保護申請に
ついて担当に相談
・子どもの障害につ
いて保健センター
に相談

発達支援センター

・生活保護申請受付
→支給開始決定

・子どもの発達支援・療
育について支援機関を
紹介状況を共有

保健センター

・面談→子の障害につ
いて相談

状況を共有

女性支援に相
談してみるか・・

その後の状況から、
・母親は育児は無
理かも・・・
→母子で一時保
護所へ？子どもは
児童養護？
・生活保護担当か
ら母親の親族の状
況が判明
→親族のサポート
を受けられるか？

子ども担当に意
見を聞こう・・

生保担当に
状況を聞こ
う・・

状況を共有

☆色々な場所に端緒がある→庁内連携が重要
☆状況は日々変わり、必要な支援も変わる→中長期で窓口間もつながり続ける
ことが必要



女性支援特設サイト「あなたのミカタ」について

・ 「あなたのミカタ」は、ＤＶや性被害・性暴力、家庭の状況その他様々な事情により、日常生活や社会生活を営む上で困難な問題を抱
える女性のための支援ポータルサイト（令和６年１月31日に公開）。

・ 「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」に基づき、さまざまな支援情報や各自治体の相談窓口などを掲載。

「あなたのミカタ」とは・・

女性支援特設サイト「あなたのミカタ」：https://anata-no-mikata.mhlw.go.jp/

主なコンテンツについて

各地域の支援窓口一覧

コラム・インタビュー

※コンテンツは順次更新予定

支援者向け情報

自治体における支援事例や連携事例、国の関係通知、

調査研究等の成果物、女性支援の広報啓発に活用可能な

ポスターカード等を掲載。

自治体別の支援窓口や支援内容に関する情報（窓口の

名称、電話番号、受付時間、支援内容、 HPなど）を掲載。

女性が抱える悩み（ＤＶ、性的な被害、妊娠・出産、

ひとり親、ストーカー、こころの不調、依存症、その他

生活の困窮など）ごとに、受けられる支援や相談窓口に

関する情報（相談窓口の名称、連絡先など）を掲載。

支援現場における支援事例や、かつて支援を必要とす

る当事者だった方へのインタビューなど、女性が抱える

困難な問題とその支援の実例等についてコラムを掲載。

お悩み・相談先リスト
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参照先

●困難な問題を抱える女性への支援 厚生労働省

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodo
mo/kodomo_kosodate/dv/index_00023.html

●あなたのミカタ

https://anata-no-mikata.mhlw.go.jp/
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